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市町村における包括的支援体制の整備に向けた評価指標の構造化と 

研修パッケージの開発およびその実用性の検証 

 

研究分担者 大夛賀 政昭 国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 

 

Ａ．研究目的 
わが国の社会福祉政策において、地域住

民が抱える生活課題の複雑化・複合化は喫
緊の課題となっている。 
制度の狭間にあり既存の窓口では対応困

難な事例や、世帯全体が複数の課題を抱え
る事案が顕在化する中で、平成２９年の社会
福祉法改正において「包括的な支援体制の
整備」が市町村の努力義務とされ、令和２年
にはその具体的な推進策として「重層的支
援体制整備事業」が制度化された。 
しかし、包括的支援体制の構築は、従来

の対象者別・分野別の福祉運営とは異なる
「応用問題」であり、その推進と評価の双方
において多くの自治体が困難に直面してい
る。 
特に、重層事業は複数の既存事業が有機

的に一体化して機能することを目指すもので

あるため、従来の目標管理型評価（アウトプ
ット中心の評価）では、その真の成果や体制
の成熟度を捉えることが難しいという特性が
ある。 
また、平野（２０２３）が指摘するように、体

制整備の評価には単なる数値測定だけでな
く、評価のプロセス自体が関係者間の対話を
促し、体制構築に寄与する側面にも注目す
る必要がある。 
そこで本研究は、令和５年度から３カ年計

画で実施されている「市町村における包括的
支援体制の体制整備の評価枠組みの構築
のための研究」の最終年度として、開発され
た評価指標の統計的妥当性の確定と、自治
体現場での社会実装を目的とし、（１）全国調
査データを用いた統計的分析による評価指
標の妥当性・信頼性の確定、（２）パス解析を
用いた体制整備と事業進展の因果関係の構
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本研究成果である指標や指標を活用した研修パッケージは、包括的支援体制の評価を一部の

専門家だけでなく、現場の職員が自ら主体的に行えるようにするための「社会実装」の大きな一歩で
あると考えられた。今後は、これらの指標や研修パッケージを全国の自治体に広く普及させるととも
に、都道府県による市町村支援ツールとしての位置づけを明確にしていくことが求められる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



造化、（３）現場で活用可能な短縮版指標お
よび研修パッケージの開発と実証、の３つの
研究に取り組んだ。 

 
Ｂ．研究方法 
１）評価指標の構造化分析 
令和６年度に実施した全国調査（重層事

業実施３４６自治体、移行準備中２０６自治体、
計５５２自治体を対象）のデータ（有効回答２６
４票）を用い、以下の分析を実施した。 

• 項目応答理論（ＩＲＴ）による分析 指
標Ⅰ（包括的な支援体制の整備に
向けた取組）の４０設問について、項
目困難度、適合度、および尺度の信
頼性（クロンバックのα係数）を算出
した。 

• 因子分析 ポリコリック相関係数行列
を用いた探索的因子分析を実施し、
体制整備の構成要素を抽出した。ま
た、重層事業の５事業（指標Ⅱ）につ
いても因子構造を確認した。 

• パス解析 体制整備の各要素（独立
変数）が重層事業の進展（従属変
数：重層実施得点）に与える影響を
モデル化し、適合度（GFI, AGFI, R
MSEA）およびパス係数を推定した。 

 
２）短縮版指標および研修パッケージの開発 
現場での活用可能性を高めるため、以下

のプロセスでツール開発を行った。 
• 短縮版指標の作成 重層事業の要

綱に基づく４５設問を統計的に縮約
し、１３設問（相談支援４、参加支援４、
地域づくり５）からなる「実施プロセス」
評価指標を開発した。 

• 研修パッケージの試行 指標Ⅰの４０
設問と短縮版指標Ⅱ（１３設問）を含
む事前課題を開発し、その結果をレ
ーダーチャート等で可視化するフィ
ードバックシートを作成した。これを
用い、長野県（２０２５年１０月）、奈良
県（２０２６年１月）、神奈川県（２０２６
年２月）において、自治体関係者を
対象としたグループワーク形式の研
修を試行した。 
 

 （倫理面への配慮） 
本研究においては、国立保健医療科学院

の研究倫理審査委員会（承認番号：NIPH－I
BRA#23030）および武蔵野大学人間科学部
研究倫理審査委員会（承認番号：2024-18-0
2および2025-02-01）において承諾を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
１）包括的な支援体制の整備に向けた取組
（指標Ⅰ）の構造化 
指標Ⅰ（体制整備の取組）を構成する４０

設問について項目応答理論による分析を行
った結果、全ての設問において良好な困難
度、適合度が確認された。尺度全体のクロン
バックのα係数は0.896 と極めて高く、体制
整備の取組を測定する指標として高い内部
一貫性と信頼性が証明された。 
探索的因子分析の結果、包括的な支援体

制の整備は以下の「２因子構造」として整理さ
れることが示唆された。 

 
表 探索的因子分析の結果 

因
子
名 

構
成
項
目 

主な内容 

体
制
整
備

の
活
動 

6 項
目 

体制整備に向けた協議、既
存施策の見直し、ビジョンの
作成、ビジョンの共有、施策
の再編・立案、分析・見直し 

体
制
整
備

の
基
盤 

4 項
目 

人材配置、研修・人材育成、
協議の場の設定、マインドの
醸成 

 
特筆すべきは、当初「基盤」に分類されると

考えられていた「ビジョンの共有」が、分析の
結果「活動」因子に含まれたことである。これ
は、ビジョンの共有が単なる静的な基盤では
なく、継続的な協議や働きかけという動的な
活動を通じて達成されるものであることを示
唆していると考えられた。 

 
２）重層事業の進捗状況（指標Ⅱ）の再構成 
実施要綱に基づく重層事業の５事業につ

いて、その実態的な構成を確認した。確認的
因子分析では５因子モデルの適合度が概ね
良好であったが（CFI=0.947, RMSEA=0.078）、
探索的因子分析では以下の４因子が抽出さ
れた。 

1. 多機関協働・アウトリーチ継続支援: 
困難事例への多機関連携とアウトリ
ーチが一体不可分な支援プロセスと
して機能している。 

2. 地域・ネットワークづくり支援: インフ
ォーマルな資源開発や住民活動の
支援。 

3. 参加支援: 就労準備や居場所づくり
を通じた社会とのつながりの再構築。 

4. 包括的相談支援: 属性を問わない
相談の受け止めと初期対応。 

この結果から、実務上は「多機関協働」と
「継続的支援（アウトリーチ）」が強く相互に結
びついており、事業の枠組みだけでなく内容
面（支援の深度）からの評価が必要であること
が明らかになった。 



 
３）体制整備と事業進展の因果関係（パス解
析） 
体制整備の各要素が、実際の事業として

の「重層実施得点」にどのような影響を及ぼし
ているかをパス解析によりモデル化した。 
最終的なモデルの適合度は良好であった

（GFI=0.963, AGFI=0.925, RMSEA=0.032）。 
パス解析から得られた主要な知見は、以

下の通りである。 
• 有意な正の影響 【基盤】因子内の

「マインドの醸成」および【活動】因子
内の「分析・見直し」から、重層事業
の実施得点への有意な正のパスが
認められた。 

• マインドの重要性 特に「マインドの
醸成」は、「分析・見直し」という事務
的な活動と比較しても、事業の進展
に対して相対的に強い影響力を有し
ていることが統計的に示された。 

• 項目間の中心性 パス図において
「ビジョンの作成」「ビジョンの共有」
「協議の場の設定」「研修・人材育成」
の４項目は、他の多くの項目とパスで
結ばれており、体制整備の連鎖にお
いて中核的な役割を果たしているこ
とが明らかとなった。 

 
４）研修パッケージの開発 
市町村の包括的な支援体制の整備推進と

いう目的を鑑み、指標Ⅰ（40設問）を基本とし、
指標Ⅱ（45設問：5事業ごとに9設問）を統計
的分析（因子分析）から三つの取組み（13設
問：相談支援4設問・参加支援4設問・地域づ
くり5設問）に縮約した評価項目を含む事前
課題を作成した。 
このデータを可視化したシートを当日配布

し、この内容を読み解きながら事業改善につ
なげていくグループワークを中心とした研修
パッケージを開発した。 

 
５）研修パッケージの試行結果 
研修試行後のアンケート結果（長野県N＝

24、奈良県N=32、神奈川県N=23）は以下の
通りであった。 

• 定量的評価（項目の数値） 
長野県 ツールの理解度3.67/5、グ
ループワークの有意義度3.83/5 
奈良県 「気づきがあったか」肯定的
評価31/32（とてもあった19、あった1
2） 
神奈川県 ツールの理解度 肯定的
評価20/23（理解できた10、やや理
解できた10, どちらともいえない3） 
グループワークの有意義度 肯定的
評価21/23（有意義２１、どちらともい
えない1、あまり有意義でない1） 

• 定性的評価（自由記述の抜粋）  
＜現状の可視化と客観分析＞ 「可
視化シートにより自自治体の立ち位
置が客観視でき、評価は点数ではな
いという言葉に安心した（長野）」 、
「数値や指標を使うことで、庁内や関
係機関との共通言語ができた（奈
良）」 、「自分たちの市のできている
こと、できていないことが見える化さ
れた（神奈川）」 。 
＜多職種・部局間連携の促進＞ 
「異なる部署や職種の間で率直な意
見交換ができた（長野）」 、「なんとな
くの連携ではなく、意図を持った対
話の必要性に気づいた（奈良）」 、
「他市との共同作業を経て、人口規
模等の要因を踏まえた新たな発見が
あった（神奈川）」。 

 
D．考察 
１）体制整備における「マインド醸成」と「分
析・見直し」の意義 
本研究の最も重要な発見は、包括的支援

体制の整備において、単なる「人材配置」や
「会議体の設置」といった形式的な整備以上
に、関係者の「マインドの醸成」と、実践の「分
析・見直し」というメタ的な活動が、実際の事
業進展（重層事業の機能化）を左右するとい
う因果構造を明らかにした点にある。 
これは、体制整備を単なる行政組織の改

編として捉えるのではなく、関係者が「断らな
い相談」や「丸ごと支援」の価値を内在化し、
自らの実践を不断に点検・改善する文化（評
価的思考）を組織として育むことの重要性を
示している。 
特にパス解析において「マインドの醸成」

が他の活動を介さずとも事業得点に直接影
響を及ぼしていた点は、多職種連携における
「共通のマインド」が、制度的な壁を突破する
強力な推進力となることを統計的に実証され
たといえよう。 
 
２）研修パッケージを通じたコミュニケーション
の可視化 
長野県等での試行を通じて、開発した評

価指標が単なる「点数付け」ではなく、関係者
間の認識のズレを可視化し、対話を促す「コ
ミュニケーションツール」として機能することが
実証された 。 
自治体における包括的支援体制の整備は、

多くの部局や機関が関わるため、合意形成
が困難になりやすい。本パッケージが提供す
る「フィードバックシート（可視化データ）」は、
データという客観的根拠に基づいて、各主体
が「自らの自治体で何ができていて、何が課
題なのか」を共有するためのプラットフォーム
となり得る。 



特に、グループワークの満足度が高い傾
向にあったことは、現場職員が自らの実践を
意味づけ、他者と共有する場を求めているこ
との反映といえよう。 
Ｅ．結論 
本研究の成果は、以下の3点である。 
第１に、デルファイ変法と全国調査を経て、

信頼性と妥当性が検証された全４１項目の評
価指標を提示した。因子分析および項目応
答理論による検証の結果、これらの指標は自
治体の体制整備状況を科学的に捉える力を
持つことが確認された。 
第２に、体制整備の「活動」と「基盤」の相

互作用を構造化し、特に「マインドの醸成」と
「分析・見直し」が重層事業の進展に直結す
ることを明らかにした。これにより、自治体は
どこに注力すべきかという戦略的な指針を得
ることが可能となった。 
第３に、実務への応用手法として、短縮版

指標（１３設問）および研修パッケージを開発
し、その実用性を長野県等の試行で実証し
た。これは、包括的支援体制の評価を一部
の専門家だけでなく、現場の職員が自ら主体
的に行えるようにするための「社会実装」の大
きな一歩であると考えられた。 
今後は、これらの指標や研修パッケージを

全国の自治体に広く普及させるとともに、都
道府県による市町村支援ツールとしての位
置づけを明確にしていくことが求められる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 （分担研究報告書には記入せずに、総括 
  研究報告書にまとめて記入） 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
榊原美樹・大口達也・大夛賀政昭・黒川文

子・清水 潤子・川村岳人・相馬大祐・永
田祐（2026）「市町村福祉行政における
包括的な支援体制の整備に関する評価
モデルの構築」『社会福祉学』,印刷中. 

2.  学会発表 
大夛賀政昭・黒川文子・榊原美樹・清水潤子,

川村 岳人・相馬大祐・永田祐．全国調
査データを用いた重層的支援体制整備
事業の実施プロセスの特徴（１）－市町
村の規模や実施体制との関連性－．日
本地域福祉学会, 第39回年次大会 ,2
025.6.28；兵庫． 

黒川文子・大夛賀政昭・榊原美樹・清水潤
子・川村岳人・相馬大祐・永田祐．全国
調査データを用いた重層的支援体制整
備事業の実施プロセスの特徴（２）－５
事業間の関連性の検討－．日本地域
福祉学会, 第39回年次大会 ,2025.6.2
8；兵庫． 

大夛賀政昭．（特定課題セッションⅡ）包括

的な支援体制の整備の推進とソーシャ
ルワークにおける実践評価．日本社会
福祉学会第73回秋季大会,2025.10.5；
京都． 

榊原美樹・大口達也・大夛賀政昭・黒川文
子・清水潤子・川村岳人・相馬大祐・永
田祐．市町村福祉行政における包括的
な支援体制の整備に関する評価モデル
の構築－指標の因子構造とパス解析に
よる関連性の検証から－．日本社会福
祉学会第73回秋季大会,2025.10.5；京
都． 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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